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１．はじめに  

 支点の位置ずれ(図 1)は，端補剛材位置が支承直上からずれ

る変状であり，四国島内の橋りょうで複数発生している．支点

の位置ずれは，鋼桁の耐荷性状に与える影響が大きい 1),2)ため

重大な変状の 1 つといえる一方で，応力測定等によって供用

中の鋼桁の応答性状を確認した事例は少なく，位置ずれ橋り

ょうに対する健全度判定結果には不明瞭な点がある． 

 本研究では，支点の位置ずれが発生している上路 PG を対象

に列車通過時の応力測定を実施し，位置ずれが鋼桁各部の発

生応力に及ぼす影響を明らかにすることを目的としている． 

２．位置ずれ発生状況  

四国島内の複数の線区について，支点の位置ずれが発生し

ているリベット上路 PGの位置ずれやその方向(図2)について

調査した．調査結果を図 3に示す．図より，位置ずれはリベッ

ト上路 PG を有する橋りょうの約 3 割に発生しており，支間

側移動が 63 連，桁端側移動が 42 連であった．単連の橋りょ

うにおいて，支間側移動は桁端側移動の 3 倍であるのに対し，

複数連を有する橋りょうにおいては約 1.3 倍であった．単連の

橋りょうは鋼桁の前後に橋台を有しており，橋台が背面盛土

の主動土圧や前面の洗堀等により支間側に傾斜しやすいこと

が原因の 1 つと考えられる． 

３．位置ずれが鋼桁各部の発生応力に及ぼす影響  

（１）検討方法 

位置ずれが生じた営業線の複数の鋼桁に対して応力測定を

実施した．対象橋りょうは支点の位置ずれ量やその方向が異

なる支間 12.9m のリベット上路 PG（表 1）とし，3 橋 4 連の

可動側支点部で測定を実施した．測定における着目部位は，位

置ずれが生じた支点近傍の腹板下端と端補剛材下端で，部材

の応力分布がわかるようにひずみゲージを貼付（図 4）した． 

（２）鋼桁各部の発生応力 

特急列車通過時の腹板下端・端補剛材下端の発生応力分布

を図 5，6にそれぞれ示す．発生応力は，それぞれのケースに

おいて支点反力が最大となるタイミングで抽出している．ま

た，位置ずれ量は支間側移動を＋，桁端側移動を-で表記して

いる． 
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図 1 支点の位置ずれ 

 

図 2 位置ずれ方向 

 

（a）位置ずれ発生数 （b）移動方向 

 
（c）単連・複数連別の移動方向 

図 3 リベット上路 PG位置ずれ分析結果 

表 1 測定ケース一覧 

 

 
図 4 ひずみゲージ貼付位置 
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図より，腹板下端発生応力は位置ずれ量の増加に伴っ

て増加していることがわかる．また，最大応力発生位置

は，支点直上付近で最大となることから，位置ずれは支点

直上付近の腹板下端の応力を増加させることがわかる．

支点直上付近で応力が増加する一方で，端補剛材を挟ん

で反対側の腹板で応力が比較的小さい．したがって，支点

において位置ずれが生じると，その方向の違いによらず，

支点が移動した方向の腹板応力は増加し，端補剛材を挟

んで反対側の腹板の応力は低下すると言える． 

端補剛材下端の応力についても，位置ずれによって変

化しており，支間側移動の場合，支間側・桁端側の両方の

端補剛材で位置ずれ量の増加とともに端補剛材の発生応

力が低下していることがわかる．支間側移動の場合にお

ける端補剛材の面内・面外応力を図 7に示す．図より，面

内応力は，位置ずれ量の増加によって低下している．面外

応力は，位置ずれ量の増加によって増加しているものの，

増加量は数 N/mm2 であり，位置ずれが端補剛材の面外応

力に及ぼす影響は面内応力と比較して小さいことがわか

る．面内応力は支点反力に依存する可能性が高いことか

ら，支間側への位置ずれは，支点反力によって生じる端補

剛材の応力を減少させると考えられる． 

腹板と端補剛材の荷重分担割合を図 8 に示す．荷重分

担割合は，測定した軸方向応力を幅方向に積分すること

で，端補剛材と腹板が負担する軸力の割合を示したもの

である．図より，位置ずれ量が増加するほど端補剛材が分

担する荷重が減少し，その減少分を腹板が補うことで腹

板の分担荷重が増加しているものと考えられる． 

４．おわりに  

 支点の位置ずれが発生した上路 PG を対象に，列車通過

時の応力測定を実施し支点の位置ずれが鋼桁各部の発生

応力に及ぼす影響を検証した．以下に，本研究の結論をま

とめる． 

・支点の位置ずれは，支点直上の腹板応力を増加させ，支

点と反対側の腹板応力を低下させる可能性がある． 

・端補剛材発生応力は，支点の位置ずれによって低下す

る．また，低下した応力は面内応力成分である． 

・位置ずれ量が増加するほど端補剛材が分担する荷重が減少し，その減少分を腹板が補うことで腹板の分担荷

重が増加しており，位置ずれ量の増加によって腹板の負担が増加する可能性がある． 
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図 5 腹板下端の発生応力分布 

 

図 6 端補剛材下端の発生応力分布 

 

図 7 端補剛材の面内・面外応力 

 

図 8 荷重分担割合 
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